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協働・連携に関する情報施策の取組事例①

○報道発表資料等によるメディアを通じた情報発信
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協働・連携に関する情報施策の取組事例②
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○市内中間支援組織のＨＰ等による情報発信
【かわさき市民活動ポータルサイト～応援ナビかわさき～】 【かわさき福祉情報サイト～ふくみみ～】

【かわさきコンパクトＨＰ】 【すくらむ２１ＨＰ】

http://kawasaki.genki365.net/

http://www.scrum21.or.jp/

http://k-fukumimi.com/index.html

http://www.kawasaki-compact.com/



協働・連携に関する情報施策の取組事例③

○その他 （各ネットワークの会報、交流会等の場での発表、パネル展示等）
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クリック

○市のＨＰにて取組一覧表
→一覧性、網羅性を重視しているため、実際の取組内容が
わかりにくい

【企業市民交流事業推進委員会ＮＬ】

【ごえん楽市】

【すくらむ２１広報誌】
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統計調査から見た情報に関する課題とニーズ①

市民活動団体の中でも情報発信に関する関心やニーズが根強い。

出典：かわさき市民活動センター 利用登録団体アンケート

○かわさき市民活動センターの利用登録団体アンケート（平成26年2月）

出典：内閣府「特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」

○内閣府 特定非営利活動法人 及び
市民の社会貢献に関する実態調査（平成27年3月）

活動する上での課題では、
情報発信が第３位

課題解決に必要なことと
して、機関紙での団体紹
介を重視

自社ＨＰ公開
法人全体で約4割（上段）
認定法人は約8割（下段）

一般向け情報発信せず
法人全体で約2割（上段）
認定法人は約1割（下段）

 積極的な情報開示が、寄付や人材等の活動資
源獲得につながっているのではないか。
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統計調査から見た情報に関する課題とニーズ②

○内閣府 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査～続き～（平成27年3月）

市民側の社会貢献等に関する意識調査でも、活動団体に関する情報を必要としていることがう
かがえる。

出典：内閣府「特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」

寄付の妨げの要因として、
経済的負担よりも、寄付
への信頼性不足を回答

ボランティア参加の妨げ
の要因として、情報不足
と回答

そもそも、寄付に対する
情報が不足

ボランティア推進に関
する行政の役割として、
情報発信が第1位



情報に関する現状の課題とニーズを踏まえた施策の方向性
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情報に関するニーズ情報に関する現状の課題

○地域の課題側からのニーズ○活動する主体側からのニーズ

出会いにつながる情報交換の場が
欲しい。（⇒多様な価値観の交流に
よる、新たな刺激や気づきの獲得、
イノベーション創出）

各主体のエンパワーメントにつなげ
るための情報発信を強化したい。
（⇒他者からの共感や認知の獲得）

一緒に課題に取り組む協働・連携の
相手先を知りたい。

実際の課題解決のツールとしての情
報（処理技術）の活用

（⇒地域課題解決につながるアプリ
や課題の見える化、クラウドファンド、
人材マッチングなど）

情報発信による課題の顕在化、社会
化、一般認知化の必要

○行政の情報発信そのものに工夫
の必要性

○それぞれが独立して情報発信

⇒協働・連携の全体像として捉
えられない、活動の水平展開に
つながりにくいのではないか

 協働連携を推進する観点から、情報施策の方向性として以下の３つが考えられる
のではないか。
①つなぐための情報（各主体をつなぎ協働連携を生む情報）
②支援するための情報（協働連携の担い手である市民社会全体の底上げを支援する

ための情報発信）
③解決主体としての情報（情報処理技術等による地域課題の解決）

活動している団体や取組に関する情
報を知らない。



ＩＣＴを活用した情報に関する先進事例
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●地域貢献、社会貢献に関する
民間主体のウェブマガジン（ブログ）

●ちばレポ（ちば市民協働レポート）

http://yokohama.localgood.jp/
http://greenz.jp/

http://www.machinokoto.net/

●ＬＯＣＡＬ ＧＯＯＤ ＹＯＫＯＨＡＭＡ

http://chibarepo.force.com/

・報告された地域課題を市民サポーターとの協働により解決

・地図アプリを使った市民レポーターによる地域課題の見える化

・地図上に市民が投稿した地域課題を表示

・課題解決の取組に対して、クラウドファンディングやスキルマッチング



情報に関する市内の取組事例
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Ｇ空間未来デザインプロジェクト（平成２６年度 宮前区）

Ｇ空間（地理空間）オープンデータを用いて、地域の課題解決や魅力向上に向けた革新的なサービス創出の
ための仕組・プロセスを構築 ⇒ 最終的に９つのアプリの試作品開発成果

主催：慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科
共催：株式会社フューチャーセッションズ、国際大学グローバル・コミュニケーション・センター
（平成２６年度国土交通省事業）

以下の３点に特徴
１、プロセスにおける協働作業
区民、行政、企業、大学など多様なステークホルダーによる立場の違いを超えた対話、集合知によるサービス創出

２、システム思考、デザイン思考をベースとしたプロセスの構築、適用
・アイディアソン（集合知によるアイディア創出）
・ハッカソン（プロトタイピング）
・マーケソン（利用実証、マーケティング）の３つのプロセス

３、地域に関連するオープンデータを積極的に活用



今後の取組について

情報施策の３つの方向性（Ｐ８から）
１、つなぐための情報 （各主体をつなぎ協働連携を生む情報）
２、支援するための情報 （協働連携の担い手である市民社会全体の底上げを支援するための情報発信）
３、解決主体としての情報 （情報処理技術等による地域課題の解決）
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必要な情報施策の方向性（具体的な施策イメージ）
１、つなぐための情報
・ブログなどの情報発信媒体やデザインの工夫による情報発信力の向上
（⇒参加のきっかけにつながる情報発信、活動事例の魅力的な情報発信による活動の水平展開、取組の活性
化や当事者以外の者の巻き込み）

・フューチャーセッション等のイベントとＳＮＳ連携など
（⇒リアルの場と連動した交流の場づくり）

２、支援するための情報
・活動主体や活動内容を魅力的に見せる工夫、発信力の向上

３、課題解決のツールとしての情報処理技術
・子育てアプリ、オープンデータ活用、地域課題の見える化、クラウドファンディング、スキルマッチング
・ビッグデータ解析などＩＣＴを活用した市民参加、合意形成

先進事例から見えた効果的に実施するための視点、キーワード
・ＩＣＴならではの特徴を効果的にいかした取組
・デザイン力の向上、魅せるための工夫
・新たな参加層、若い主体の掘り起し
・多様な運営主体
・メディア間連携による相乗効果、横展開推進



まとめ 今後の方向性

 今後の協働・連携を推進する上では、その情報施策が、多くの一般の市民や関係者
を巻き込み、実際の協働・連携による課題解決を生み出すか否かということの視点
が重要である。

 この視点に立ち、今後の情報施策の方向性として、以下の３つが考えられる
・つなぐための情報（各主体をつなぎ協働連携を生む情報）
・支援するための情報（担い手となる主体を強化し、協働連携による市民社会全
体の底上げを支援する情報）

・解決主体としての情報（情報処理技術による地域課題の解決）

 こうしたことを進める際の留意すべきポイントは以下の通り
・デザイン力の向上や見せる力の工夫など、多くの関係者を惹きつける情報発信
・新たな参加のすそ野を広げるため、ＳＮＳなど新たなメディア活用
・最新のＩＣＴ技術等を活用した、より効果的、効率的な展開

 いずれにせよ、今後の協働・連携を進めるうえでは、多くの人の参加を促したり、
多様な関係者を巻き込む入り口として、情報は非常に重要である。

 特に、ICT等の新しい技術を積極的に活用した取組により、スピードや費用面で効率
的な成果を得ることが期待される。
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